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１ 令和２年度当初予算案規模

○当初予算（一般会計）

○予算内訳（費目別内訳）

令和２年度土木部当初予算案額 ３，１４９億７，３８９万３千円
・前年度土木部当初予算額 ２，８０２億４７２万９千円に対し、３４７億６，９１６万４千円の増、
対前年度比１１２．４％

・令和２年度県当初予算案額 １兆４，４１８億３６百万円に対する土木部当初予算案額の
構成比率は２１．８％

予算案額 対前年度比（差額） 対前年度比（率）

復興・創生事業

公共事業費 １，５２５億５，５５０万７千円 △２９億 ７０８万６千円 ９８．１％

一般公共事業費 ２２４億９，７２９万 円 △７１億７，３６４万５千円 ７５．８％

県単公共事業費 １，３００億５，８２１万７千円 ４２億６，６５５万９千円 １０３．４％

一般事業費 ３９億 ９３９万 円 △９３億７，３５７万３千円 ２９．４％

計 １，５６４億６，４８９万７千円 △１２２億８，０６５万９千円 ９２．７％

通常事業

公共事業費 １，３１４億４，４６８万９千円 ５４１億５，７５５万２千円 １７０．１％

一般公共事業費 ６１４億５，１８９万２千円 ４２９億９，１７４万１千円 ３３２．９％

県単公共事業費 ４１０億６，９４５万７千円 ６３億２，２７７万７千円 １１８．２％

維持補修費 ２８９億２，３３４万 円 ４８億４，３０３万４千円 １２０．１％

一般事業費 ２１８億７，４５９万２千円 △６０億２，１２６万９千円 ７８．４％

義務的経費 ５１億８，９７１万５千円 △１０億８，６４６万 円 ８２．７％

計 １，５８５億 ８９９万６千円 ４７０億４，９８２万３千円 １４２．２％

復興・創生事業＋通常事業

公共事業費 ２，８４０億 １９万６千円 ５１２億５，０４６万６千円 １２２．０％

一般公共事業費 ８３９億４，９１８万２千円 ３５８億１，８０９万６千円 １７４．４％

県単公共事業費 １，７１１億２，７６７万４千円 １０５億８，９３３万６千円 １０６．６％

維持補修費 ２８９億２，３３４万 円 ４８億４，３０３万４千円 １２０．１％

一般事業費 ２５７億８，３９８万２千円 △１５３億９，４８４万２千円 ６２．６％

義務的経費 ５１億８，９７１万５千円 △１０億８，６４６万 円 ８２．７％

合 計 ３，１４９億７，３８９万３千円 ３４７億６，９１６万４千円 １１２．４％

復興・創生事業では、災害復旧事業の進捗等により減となっており、通常事業では、
令和元年台風第１９号等により被災した公共土木施設等の復旧事業や、防災・減災、国
土強靱化のための３か年緊急対策関連予算が増となっています。
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１，５８５億円

1.42

令和２年度土木部予算案規模

１，１１５億円

１，６８７億円

（単位：百万円）

通
常
事
業

復
興
・
創
生
事
業

令和元年度当初予算
２，８０２億円

一般事業

0.93

１，５６５億円

公共事業

前年度比
１．１２

令和２年度当初予算案
３，１５０億円

131,445 

152,556

18,460

34,747

24,080

27,896

6,276

13,283

125,792

29,671

公共事業

県単公共

県単公共

公共事業

公共事業

一般公共

一般公共

維持補修

一般事業

義務的経費

61,452

41,069

28,923

21,875

3,909

130,058

22,497

77,287

155,463

5,190
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１　基本方針

２　ポイント

Ⅰ 令和元年台風第１９号等による被災箇所の復旧

Ⅱ 東日本大震災及び原子力災害からの復興・創生に関する事項

　津波被災が甚大であった沿岸部について、市町村策定の復興計画との整合を図り
ながら、道路施設や河川・海岸堤防、防災緑地の整備等、防災機能を強化した復興ま
ちづくりを推進するとともに、復興祈念公園の整備や特定復興再生拠点区域に関連
する公共土木施設の復旧・整備などを進めます。

　応急仮設住宅等の適切な維持管理、復興公営住宅の供給及び民間住宅の再建支
援など、避難者等の居住の安定確保を進めます。また、避難町の要請により、県の代
行事業による帰還者向け災害公営住宅等の整備を進めます。

　避難解除等区域における避難者の帰還、環境再生、産業復興等の取組を支援する
ため、ふくしま復興再生道路を始めとする本県復興の基盤となる道路や小名浜港など
の物流拠点の整備を推進します。

(2)　避難者の居住の安定確保

(3)　県土の復興を支援する道路ネットワークや物流基盤の整備

(1)　津波被災地等の復興まちづくり

　令和元年１０月に発生した台風第１９号等により、県内でも甚大な被害が発生しており、
被災した公共土木施設等について早期復旧を図るとともに、復旧のみでは十分な効果が
期待できない場合においては改良復旧等を進め、再度災害防止を図ることが必要となっ
ています。
　東日本大震災からの復旧・復興においては、復興・創生期間までの取組により、津波被
災地域等では、公共土木施設の災害復旧事業が概ね完了し、仕上げの段階に入ってい
ます。しかしながら、避難解除等区域では、今後も特定復興再生拠点区域の整備等、中
長期的な対応が必要となっています。
　以上のことから、令和２年度は、「令和元年台風第１９号等による被災箇所の復旧」と「東
日本大震災からの復旧・復興」の両面で速やかな事業執行を進めます。
　一方、本県の復興を成し遂げるためには、被災地域だけでなく県内全域での人と地域
のつながりが大きな原動力となることから、県土全域の将来像を見据え、地方創生を後押
しする社会資本整備を展開していきます。
　また、近年頻発している大規模な自然災害から、県民の生命と財産を守り、安全で安心
できる生活環境を確保していくため、防災・減災、国土強靱化の取組とともに、中長期的
視点に立った予防保全の考え方に基づいた公共土木施設等の維持管理を計画的に進
めていきます。
　さらに、地域の守り手である県内建設業の担い手確保を図るため、建設業の振興につ
ながる施策や魅力を伝える広報に取り組むとともに、建設現場における生産性向上に向
けたＩＣＴの活用などを進めていきます。
　これらを踏まえて、平成２５年に策定した「ふくしまの未来を拓く県土づくりプラン」に基づ
く施策に加え、その後生じた新たな課題にも対応した令和２年度予算を着実に執行し、
「笑顔に満ちた新生ふくしま」を実現するため、スピード感を持ちながら、土木部職員一丸
となり積極果敢に挑戦を続けてまいります。

　台風１９号等により被災した公共土木施設等について、早期復旧を図るとともに、河
川における再度災害防止のための改良復旧や土砂災害が発生した箇所の対策等を
速やかに進めます。

２ 令和２年度 当初予算編成方針
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Ⅲ 県土づくりプランの３つの柱

　そこに暮らす人々が、共に生きる喜びを分かち合えるよう、独自の文化や風土、歴
史、地域資源などに配慮しながら、地域の方々と共にまちづくりや地域づくりなど、“新
しい人の流れづくり”による地方創生の推進に取り組むほか、すべての人が快適に生
活できるよう、生活空間の改善や施設整備を進めます。
　また、再生可能エネルギーの活用など、自然環境の保全に配慮した施策に積極的
に取り組みます。

　災害時の通行確保に向けた道路網の強化や、市街地の浸水被害の軽減など国土
強靭化の更なる推進に向けてソフト・ハード対策に取り組むとともに、県民の生活を支
える社会基盤を次世代に引き継ぐため、既存施設の長寿命化と日常的な維持管理を
計画的･戦略的に進めます。
　また、積雪地域や過疎・中山間地域において、年間を通し安全で安心できる暮らし
を守るため、生活環境の改善に取り組みます。

(1)　安全で安心できる生活環境の確保

(2)　ふくしまの活力を支える社会資本の整備

(3)　思いやりにあふれたまちづくり・地域づくり

　広域的な連携・交流を支え地域の活力を高める道路の整備や、国内外との物流拠
点となる小名浜港や相馬港の整備、良好な市街地を形成する都市基盤の整備など、
ふくしまの活力を支える社会資本の計画的な整備を進めます。
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（単位　百万円）

資料番号
（右下の番号）

1

2

3

4

5

Ⅱ　東日本大震災及び原子力災害からの復興・創生に関する事項

Ⅰ　令和元年台風第１９号等による被災箇所の復旧

公共土木施設等の災害復旧
　令和元年台風第１９号等により被災した道
路、橋梁、河川、海岸施設、港湾施設、漁港
施設などの機能回復を早期に図り、県民の
安全で安心できる生活を確保する。

津波被害を軽減する河川堤防等の復旧・
整備
　津波や高潮・波浪の河川遡上（逆流）によ
る浸水被害の軽減・防止を図る。

7,493

11,511 13,985 ○

主な事業内容 R2当初 R元当初
復興・
創生

事業名（取組）新規

(1)　津波被災地等の復興まちづくり

復興まちづくりを支援する道路の復旧・整
備
　災害に強く安全で安心なまちづくりを支え
るため、海岸堤防や防災緑地などと合わせ、
一体的に道路を整備する。

◆復興交付金事業
　 （道路）、
　 交付金事業（道路）
　 （再生・復興）、
   生活拠点形成交付金
　 事業（道路）、
　 帰還環境整備交付金
　 事業（道路）、
　 公共災害復旧事業
　 （再生・復興）
   による道路整備

【道路整備課】

◆交付金事業（河川）
　 （再生・復興）、
　 公共災害復旧事業
　 （再生・復興）
　 による河川堤防の整備

【河川整備課】

8,220 ○

-

◆河川災害関連費、
　 河川災害復旧助成費、
　 交付金事業（砂防）

【河川整備課】
【砂防課】

38,419 -

◆公共災害復旧事業

【河川整備課】
【港湾課】

再度災害防止に向けた改良復旧等の対応
　甚大な被害を受けた河川等において、堤
防整備や河道掘削、土砂災害防止施設の
整備を集中的に実施し、再度災害防止を図
る。

1,233

◆河川海岸調査事業、
　 河川海岸改良事業、
　 河川海岸維持管理事業

【河川計画課】
【河川整備課】

台風１９号対応を踏まえたソフト対策の検
討・実施
　台風１９号対応での課題などを抽出、検証
し本県のソフト対策の見直しを行ったうえ
で、実効性のある対策を検討する。

55 -

３ 令和２年度 土木部主要事業
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（単位　百万円）

資料番号
（右下の番号）

6

7

8

9

10

11

12

9,087

101 ○

◆復興公営住宅整備促進
　 事業、
　 帰還者向け災害公営
　 住宅等整備促進事業
　

【建築住宅課】

625

津波被害を軽減する海岸堤防等の復旧・
整備
　東日本大震災により津波被害を受けた沿
岸地域のまちづくりと整合を図りながら、海
岸堤防を整備し、津波・高潮に強いまちづく
りを推進する。

○

○

復興祈念公園の整備
　東日本大震災の犠牲者への追悼と鎮
魂、震災の記憶と教訓の伝承、復興への
強い意志の発信等を目的とした復興祈念
公園を整備する。

876

2,471

避難者・帰還者向け災害公営住宅等の整
備
　原子力災害により、長期避難を余儀なくさ
れている方々の居住の安定を確保するた
め、復興公営住宅を整備する。また、双葉駅
西側地区の復興拠点内に、町営の帰還者
向け災害公営住宅及び新規転入者向けの
福島再生賃貸住宅を、県が代行で整備す
る。

8,046

(2)　避難者の居住の安定確保

○

4,285

◆交付金事業（海岸）
　 （再生・復興）、
　 交付金事業（漁港）
　 （再生・復興）、
　 公共災害復旧事業
　 （再生・復興）
　 による海岸堤防の整備

【河川整備課】
【港湾課】

◆復興祈念公園整備事業

【まちづくり推進課】

◆福島県空き家・ふるさと
　 復興支援事業

【建築指導課】

住宅の二重ローン対策
　東日本大震災により被災した住宅に既存
住宅債務があり、住宅建設・補修等のため、
新たな資金を借り入れることとなった被災者
に対し、既存債務の利子相当額を補助す
る。

5 5 ○

◆福島県住宅復興資金
　 利子補給事業

【建築指導課】

空き家を活用した地域の活性化・復興の
推進
　移住・定住、被災者等の住宅再建を推進
し、本県の活性化・復興を図るため、県外か
らの移住者や被災者等が行う空き家改修等
に対し、補助する。

101

○

◆福島県ふるさと帰還
　 に向けた住宅調査
 　支援事業

【建築指導課】

安全安心ふくしまの家づくりの推進
　東日本大震災の教訓を踏まえ、災害に強
く安全・安心なまちづくりを推進するため、市
町村が行う木造住宅耐震改修補助事業に
対し、補助する。

26 29

◆福島県安心耐震
　 サポート事業

【建築指導課】

避難者の住宅再建とふるさと帰還の促進
　避難者の住宅再建・ふるさと帰還を促進
し、まちの活気を呼び戻すため、避難指示を
受けた市町村が行う建物状況調査に対し、
補助する。

1 1

主な事業内容 R2当初 R元当初
復興・
創生

新規 事業名（取組）
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（単位　百万円）

資料番号
（右下の番号）

13

14

15

16

17

18

19

将来を見据えたインフラ老朽化対策
　将来を見据えた重要インフラの長寿命化
を推進する。

5,804 5,665

◆補助事業（道路）
　 など

【道路管理課】
【河川整備課】
【砂防課】
【港湾課】
【空港施設室】

防災・減災、国土強靱化に向けた総合的な
治水対策
　大規模氾濫に対する減災のため、ハード
対策とソフト対策の両輪により治水対策を実
施する。

17,303 -

◆交付金事業（河川）、
　 河川海岸改良事業、
　 交付金事業（ダム）
　 など

【河川整備課】

防災・減災、国土強靱化に向けた総合的な
土砂災害対策
　土砂災害から生命・財産を守るため、ハー
ド対策とソフト対策が一体となった総合的な
土砂災害対策を推進する。

2,283 -

◆福島県建築物耐震化
　 促進事業

【建築指導課】

Ⅲ　県土づくりプランの３つの柱

復興・創生を支援する道路整備
　東日本大震災等を踏まえ、災害に強い道
路ネットワークの構築を実現するため、浜通
りと中通りを結ぶ道路や津波被災地のまち
づくり等を支援する道路の整備を推進する。
また、橋梁の耐震補強等を進め、防災機能
の強化を図る。

防災・減災、国土強靱化に向けた道路の機
能強化
　道路施設において、激甚化・頻発化する
自然災害に対応するため、防災・減災対策
を推進する。

1,807 -

民間の大規模建築物等の耐震改修の促進
　耐震診断が義務付けられた不特定多数の
者が利用する大規模建築物や災害時の避
難所等となる防災拠点建築物等の耐震化を
促進するため、事業者が行う耐震診断・改
修へ補助金を交付する市に対し、補助す
る。

◆交付金事業（砂防）
　 など

【砂防課】

◆交付金事業（道路）
 　（再生・復興）、
　 交付金事業（街路）
 　（復興）
   による道路整備

【道路管理課】
【道路整備課】
【まちづくり推進課】

港湾の整備と利用の促進
　小名浜港・相馬港における取扱貨物量の
増加、船舶の大型化等に対応するため、国
際物流ターミナルの整備を行う。

○

◆交付金事業（道路）、
　 交付金事業（街路）
　 など

【道路管理課】
【道路整備課】
【まちづくり推進課】

(1)　安全で安心できる生活環境の確保

97,971 85,563 ○

10,800 16,503

◆小名浜港・相馬港国際
 　物流ターミナル整備
 　事業　など

【港湾課】

63 223

(3)　県土の復興を支援する道路ネットワークや物流基盤の整備

主な事業内容 R2当初 R元当初
復興・
創生

新規 事業名（取組）

7



（単位　百万円）

資料番号
（右下の番号）

20

21

22

23

24

25

26

27

◆交付金事業（街路）、
　 街路事業

【まちづくり推進課】

◆道路橋りょう改良事業
　 （県単）、
　 道路維持補修事業
　 河川海岸維持管理事業

【道路管理課】
【河川整備課】

◆交付金事業（道路）、
　 補助事業（道路）

【高速道路室】
【道路管理課】
【道路整備課】

◆道路維持補修事業
 　ほか

【道路管理課】

(2)　ふくしまの活力を支える社会資本の整備

地域間の連携・交流を支え地域力を高める
道づくり
　地域間の連携交流を支える道路の整備等
により、地域の活力や安全・安心の向上を図
る。

4,782

戦略的な維持管理に向けた取組
　道路施設における維持管理の効率化及び
コスト縮減を推進する。
　また、良好な河川環境を維持するため、効
率的・効果的に河川堤防等の維持管理を実
施する。

572 32

11,505 ○

1,496

交流とにぎわいを支える街なかの道づくり
　良好な市街地形成を図るため、安全で円
滑な交通や潤いのある快適な歩行空間の確
保など、多様な機能を有する都市内道路の
整備に取り組む。

すべての人にやさしい快適で安全安心な生
活空間の創出
　誰もが安全で快適に通行できる歩行空間
を整備する。
　また、公園施設における予防保全を図るた
め、長寿命化計画に基づき、老朽化施設の
計画的な更新を実施する。

21,040 19,768

河川・海岸などの適正な維持管理による
安全・安心の確保
　適正な維持管理により、洪水・高波・土砂
崩れなどによる災害の発生を未然に防止す
る。

道路の適正な維持管理による安全・安心の
確保
　道路の適正な維持管理により、県民の安
全・安心を確保する。

6,258

2,310

3,562

2,384

主な事業内容 R元当初R2当初
復興・
創生

新規 事業名（取組）

◆補助事業（道路）、
　 交付金事業（道路）、
　 交付金事業（公園）

【道路整備課】
【まちづくり推進課】

◆河川海岸維持管理事業
　 などによる適正な公共
　 施設の維持管理

【河川整備課】
【砂防課】
【港湾課】
【空港施設室】

1,605

汚水処理施設の広域化・共同化の推進
　下水道や農業集落排水などの市町村が管
理する汚水処理施設の管理をより効率的な
ものとするため、行政界や汚水処理事業の
枠を超えた広域化・共同化を支援する。

9 5

◆下水道広域化
　 推進総合事業

【下水道課】

洪水被害を軽減する千五沢ダム再開発事
業の推進
　社川圏域の治水能力を向上させるため、
千五沢ダムに洪水調節機能を付加する。

594 753
◆補助事業（ダム）

【河川整備課】

8



（単位　百万円）

資料番号
（右下の番号）

28

29

30

31

32

33

34

35

◆元気ふくしま、地域
　 づくり交流促進事業、
　 交付金（地域づくり）、
　 奥会津地域活性化
　 推進事業

【まちづくり推進課】

1,570

主な事業内容 R2当初 R元当初
復興・
創生

新規

447 488

12

◆空港整備事業（補助）

【空港施設室】

外航クルーズ船の寄港に向けた受入施設
整備
　クルーズ旅客等の訪日外国人旅行者に
対応するための受入施設を整備する。
　また、クルーズ船接岸のために必要な
港湾施設整備の検討を行う。

54 7

◆補助事業（クルーズ
　 受入施設）、
　 港湾計画調査事業
　 （補助）、
　ふくしま外航クルーズ船
　誘致促進事業（復興）

【港湾課】

福島空港における滑走路端安全区域
（RESA）の拡張整備
　国内基準の改定に伴い、安全基準未達
成となっている滑走路端安全区域
（RESA）の整備を実施する。

91 - ○

◆福島県多世代同居・
　 近居推進事業

【建築指導課】

◆福島県建設業振興事業

【建設産業室】

◆生活基盤緊急改善事業

【土木企画課】

事業名（取組）

活力ある建設業への取組
　建設業に関係する産学官が連携し、企
業の安定経営、環境改善、広報につい
て、それぞれの視点から、課題解決に向
け有効な取組の検討及び実施を重ね、更
なる建設業の振興を図る。

80

8

(3)　思いやりにあふれたまちづくり・地域づくり

地域資源を活かした地域づくり
　地域団体・住民や市町村と連携し、地域資
源を活用した地域活性化のための仕掛けづ
くりや魅力ある地域づくりなどをｿﾌﾄ･ﾊｰﾄﾞ両
面から支援する。
  また、健康長寿ふくしまを目指し、健康増
進に結びつく事業を展開する。

地域に密着した生活基盤の改善
　地域の生活に密着した公共土木施設のう
ち緊急的に対応が必要なものについて、迅
速かつ的確に対応し、生活環境の安全性や
快適性、利便性のより一層の向上を図る。

1,570

110

多世代が同居・近居できる住まいづくりの
推進
　多世代同居・近居による子育て環境や高
齢者見守りの充実等を図るため、親世帯と
子ども世帯が同居・近居するための住宅取
得やリフォームに対し、補助する。

80

◆福島県省エネルギー
　 住宅改修補助事業

【建築指導課】

省エネルギー住宅への改修の促進
　住宅の省エネルギー化や高齢者等の健康
増進等を図るため、既存戸建て住宅の断熱
改修工事に対し、補助する。

110

建設業の生産性向上・担い手確保
　生産年齢人口の減少が進む中、建設現
場における生産性及び安全性の向上を図
る上で重要な取組であるICT活用工事に
ついて、県内建設企業のうちICT活用工
事未経験者を対象に、専門家を派遣し、
施工計画立案等の支援を行い、普及を促
進する。

4 2
◆土木部ICT推進事業

【技術管理課】

9



（単位　百万円）

資料番号
（右下の番号）

36

37

38

39

40

13 - ○

◆来て ふくしま
 　体験住宅提供事業

【建築住宅課】

31

移住・定住者への住宅取得の支援
　良質な住宅を取得する県外から県内への
移住者に対し、市町村が主体となって行う住
宅取得支援事業に、若年世帯や子育て世
帯への移住加算を含め、補助する。

◆福島県空き家再生・
　 子育て支援事業

【建築指導課】

安心して空き家の売買が行える環境づくり
の促進
　空き家の流通促進を図るため、市町村
の空き家バンクの登録物件を安心して売
買するために必要な既存住宅状況調査に
対し、補助する。

2 2

子育て世帯への住宅改修の支援
　市町村が取り組む空き家対策を支援し、子
育て世帯の居住の安定確保や人口減少の
抑制のため、県内の賃貸住宅に住む子育て
世帯が空き家を購入して行う改修等に対し、
補助する。

41 41 ○

◆安心空き家
　 取得促進事業

【建築指導課】

子育て世帯等への住宅取得の支援
　森林環境の保全、循環型社会の形成を図
るため、県産木材を使用して木造住宅の建
設等を行う子育て世帯等に対し、県産品等
と交換可能なポイントを交付する。

50 50

◆ふくしまの未来を育む
　 森と住まいの
　 ポイント事業

【建築指導課】

◆来て ふくしま
　 住宅取得支援事業

【建築指導課】

31

若者等への体験住宅の提供
　関係人口の創出・拡大等を図るため、若者
等を対象に、福島体験のための滞在住宅と
して、県営住宅の空き住戸を一定期間、低
廉な使用料で提供する。

主な事業内容 R2当初 R元当初
復興・
創生

新規 事業名（取組）
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15



16



17



18



19



20



21



22



23



24



25



26



27



28



29



30



31



（単位：百万円）

事　　業　　名
区
分

担当課 事　業　概　要 事業費

福島県建設業振興事
業

一
部
新
規

建設産業室

　福島県建設業産学官連携協議会を開催すると
ともに、建設企業の合併支援、建設業の魅力を
伝える広報（小学生や保護者同伴による建設現
場見学会）を実施する。また、建設業への入職促
進と定着を目的とした職場環境の改善・人材育
成等に積極的に取り組む建設企業の認定・広報
を行う「ふくしま職場環境優良建設企業」認定事
業を創設する。

8

奥会津地域活性化推
進事業

一
部
新
規

まちづくり推進課

　奥会津の地域資源である只見川沿川の四季
折々の美しい景観を只見線利用者が途中下車
により眺望できるビュースポットを整備し、新たな
観光拠点の創出を図る。

18

来てふくしま体験住宅
提供事業

新
規

建築住宅課

　関係人口の創出・拡大等を図るため、若者等を
対象に、福島体験のための滞在住宅として、県
営住宅の空き住戸を一定期間、低廉な使用料で
提供する。

13

空き家・ふるさと復興
支援事業

継
続

建築指導課

　被災者等の住宅再建、移住・定住の推進、子
育て世帯の居住の安定確保を図るため、被災者
等、県外から県内への移住者、県内の賃貸住宅
等に住む子育て世帯が行う空き家改修等に対
し、補助金を交付する。

145

来て ふくしま 住宅取
得支援事業

継
続

建築指導課

　良質な住宅取得を行う県外から県内への移住
者を対象に、地域の活性化を進めるため、市町
村が主体となって地域の実情を踏まえて行う住
宅取得支援事業に対し、補助金を交付する。

31

福島県多世代同居・
近居推進事業

継
続

建築指導課
　子育て環境や高齢者見守りの充実等を図るた
め、親世帯と子ども世帯が同居・近居する住宅取
得等に対し、補助金を交付する。

80

元気ふくしま、地域づ
くり・交流促進事業

継
続

まちづくり推進課
　地域資源の活用により地域活性化を図るた
め、ソフト・ハード両面から地域づくりを支援し、交
流人口の拡大を図る。

429

　　　福島県総合計画の「重点プロジェクトを推進する事業（重点事業）」のうち、
　　土木部事業は以下のとおり。

１　人口減少・高齢化対策プロジェクト

４ 令和２年度 重点プロジェクトを推進する事業（重点事業）

※主たるプロジェクト以外の関連する

プロジェクトへ掲載する場合に

（再掲）と記載しています。

32



（単位：百万円）

事　　業　　名
区
分

担当課 事　業　概　要 事業費

震災伝承活動推進事
業（再掲）

新
規

土木企画課

　震災伝承活動を通して、多発する激甚災害に
対する防災力の向上と被災地の活性化を図るた
め、東日本大震災等の災害の経験や記憶を貴
重な教訓として語り継ぎ情報発信を行う（一財）
３．１１伝承ロード推進機構の取組のうち、震災
伝承施設の広報等に要する費用の一部を負担
する。

2

住宅復興資金（二重
ローン）利子補給事業
（再掲）

継
続

建築指導課

　被災者の住宅再建を支援するため、住宅ロー
ンの残債務が５００万円以上ある被災者が、新た
な住宅の購入、建設、補修に必要な資金（５００
万円以上）を借り入れる場合、既存住宅ローンの
５年間分の利子相当額を一括補助する。

5

福島県ふるさと帰還に
向けた住宅調査支援
事業（再掲）

継
続

建築指導課
　避難者の住宅再建・帰還を促進し、まちの活気
を呼び戻すため、避難指示を受けた市町村が行
う既存住宅状況調査に対し、補助金を交付する。

1

ふくしまの未来を育む
森と住まいのポイント
事業（再掲）

継
続

建築指導課

　森林環境の保全、地域経済の循環、被災者等
の住宅再建、県外からの移住・定住を促進、子
育て世帯の支援を図るため、県産木材を活用
し、県内の大工・工務店が施工した住宅取得に
対し、県産品等と交換可能なポイントを交付す
る。

50

歩いて走って健康づく
り支援事業（再掲）

継
続

道路整備課
　既存の道路や新たに整備した海岸堤防等を活
用し、サイクリングコースを整備するため、距離
標等の路面標示や区画線を実施する。

54

復興拠点へのアクセ
ス道路整備事業

継
続

道路整備課
　避難地域の復興と帰還に向けた環境整備とし
て復興拠点へのアクセス道路を整備する。

1,164

復興祈念公園整備事
業

継
続

まちづくり推進課
　東日本大震災の犠牲者への追悼と鎮魂等を目
的とした復興祈念公園を整備する。

876

道路環境整備事業
継
続

道路管理課
　除染実施区域のうち、除染基準を下回る（０．２
３μSV/h未満）地区の道路等側溝堆積物の撤去
及び処理を行う。

700

応急仮設住宅維持管
理事業

継
続

建築住宅課

　避難者が恒久的な住宅へ円滑な移行までの支
援として応急仮設住宅を適切に維持管理するた
め、応急仮設住宅維持管理センターによる修繕
や、管理市町村が行う除雪費等を補助する。

46

復興公営住宅整備促
進事業

継
続

建築住宅課

　原子力災害により避難の継続を余儀なくされて
いる方々の居住の安定を確保するため、県が復
興公営住宅を整備する。
　第二次福島県復興公営住宅整備計画（平成25
年12月策定）に基づき、県営と市町村営を合わ
せて全体で4,890戸を整備する。

5,313

２　避難地域等復興加速化プロジェクト

３　生活再建支援プロジェクト
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（単位：百万円）

事　　業　　名
区
分

担当課 事　業　概　要 事業費

帰還者向け災害公営
住宅等整備促進事業

継
続

建築住宅課

　原子力災害による避難者の帰還後の居住の安
定確保及び避難指示解除区域における新規転
入者の定住を図る。
　双葉町からの要請に応じて、双葉駅西側地区
の復興拠点内に町営の帰還者向け災害公営住
宅及び新規転入者向けの福島再生賃貸住宅を
県が代行で整備する。

2,733

復興公営住宅入居支
援事業

継
続

建築住宅課

　復興公営住宅の入居対象者である全国各地に
避難している原子力災害による避難指示を受け
た方からの問い合わせへの対応及び募集・選定
業務を円滑かつ適正に執行する。

35

福島県ふるさと帰還に
向けた住宅調査支援
事業

継
続

建築指導課
　避難者の住宅再建・帰還を促進し、まちの活気
を呼び戻すため、避難指示を受けた市町村が行
う既存住宅状況調査に対し、補助金を交付する。

1

住宅復興資金（二重
ローン）利子補給事業

継
続

建築指導課

　被災者の住宅再建を支援するため、住宅ロー
ンの残債務が５００万円以上ある被災者が、新た
な住宅の購入、建設、補修に必要な資金（５００
万円以上）を借り入れる場合、既存住宅ローンの
５年間分の利子相当額を一括補助する。

5

歩いて走って健康づく
り支援事業

継
続

道路整備課
　既存の道路や新たに整備した海岸堤防等を活
用し、サイクリングコースを整備するため、距離
標等の路面標示や区画線を実施する。

54

ふくしまの未来を育む
森と住まいのポイント
事業

継
続

建築指導課

　森林環境の保全、地域経済の循環、被災者等
の住宅再建、県外からの移住・定住を促進、子
育て世帯の支援を図るため、県産木材を活用
し、県内の大工・工務店が施工した住宅取得に
対し、県産品等と交換可能なポイントを交付す
る。

50

福島県省エネルギー
住宅改修補助事業

継
続

建築指導課
　住宅の省エネルギー化や高齢者等の健康増進
等を図るため、既存戸建て住宅の断熱改修工事
に対し、補助金を交付する。

110

ふくしま外航クルーズ
船誘致促進事業

継
続

港湾課

　小名浜港及び相馬港にクルーズ船を誘致し、
福島の観光・体験・インフラツーリズムなどを取り
入れたモニターツアーを実施することにより、風
評の払拭と地域振興を図る。

10

９　新産業創造プロジェクト

１０　風評・風化対策プロジェクト

７　農林水産業再生プロジェクト

５　心身の健康を守るプロジェクト
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（単位：百万円）

事　　業　　名
区
分

担当課 事　業　概　要 事業費

道路整備事業
継
続

道路整備課
　災害に強く安全で安心なまちづくりを支えるた
め、海岸堤防や防災緑地などと一体的な道路を
整備する。

9,954

公共災害復旧費（再
生・復興）

継
続

河川整備課
　東日本大震災により被害を受けた公共土木施
設を復旧し、地域の安全安心を確保する。

2,929

交付金事業（河川）
（再生・復興）

継
続

河川整備課

　東北地方太平洋沖地震により被災した河口部
の河川堤防について、津波・高潮対策として海岸
堤防の整備に併せて河川堤防の嵩上げを実施
し、浸水被害の軽減を図る。

6,446

交付金事業（海岸）
（再生・復興）

継
続

河川整備課

　東北地方太平洋沖地震により被災した海岸堤
防について、津波・高潮対策として海岸堤防の築
堤及び嵩上げ、また、水路への樋門設置を実施
し、浸水被害の軽減を図る。

1,039

交付金事業（砂防）
（再生・復興）

継
続

砂防課

　東日本大震災により土砂災害の恐れが生じた
箇所において、えん堤工や法枠工等の対策を行
うことにより土砂災害から県民の生命や財産を
保護し、民生の安定と県土の保全を図る。

1,592

直轄道路事業の負担
金

継
続

道路計画課
　災害に強い道路ネットワーク構築を実現するた
め、本県の基幹的な道路の整備を促進する。

7,742

国道115号相馬福島
道路事業の負担金

継
続

高速道路室
　被災地の早期の復旧・復興を支援するため、国
道１１５号相馬福島道路の整備を促進する。

11,667

会津縦貫道整備事業
継
続

高速道路室
　災害に強い道路ネットワーク構築を実現するた
め、本県の骨格をなす基幹的な道路（会津縦貫
道）を整備する。

2,722

橋梁耐震補強事業
継
続

道路管理課
　災害に強い道路ネットワーク構築を実現するた
め、橋梁の耐震補強を進め、防災機能の強化を
図る。

143

緊急現道対策事業
継
続

道路管理課
　原発事故に起因する迂回交通や復興事業等に
より交通量が増加している路線において、緊急
的な現道対策を実施する。

350

道路機能強化事業
（路盤改良等）

継
続

道路管理課
　災害に強い道路ネットワーク構築を実現するた
め、路盤改良など道路機能を強化し、防災機能
の強化を図る。

752

災害防除事業（落石
対策等）

継
続

道路管理課
　災害に強い道路ネットワーク構築を実現するた
め、落石対策等を進め、防災機能の強化を図
る。

899

ふくしま復興再生道路
整備事業

継
続

道路整備課
　避難解除等区域の復興を周辺地域から支援す
るため、広域的な物流や地域医療、産業再生を
支える８路線を整備する。

36,899

１１　復興まちづくり・交流ネットワーク基盤強化プロジェクト
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（単位：百万円）

事　　業　　名
区
分

担当課 事　業　概　要 事業費

地域連携道路等整備
事業

継
続

道路整備課

　浜通りと中通り・会津との東西の広域的なネット
ワークの強化を図るとともに、災害に強い道路
ネットワーク構築を実現するため、地域連携道路
等を整備する。

58,118

小名浜港東港地区国
際物流ターミナル整備
事業

継
続

港湾課

　国際バルク戦略港湾に選定された小名浜港の
取扱貨物量の増加、船舶の大型化等に対応する
ため、国と共同で岸壁、泊地等の整備やふ頭の
埋立造成を行う。

10,140

震災伝承活動推進事
業

新
規

土木企画課

　震災伝承活動を通して、多発する激甚災害に
対する防災力の向上と被災地の活性化を図るた
め、東日本大震災等の災害の経験や記憶を貴
重な教訓として語り継ぎ情報発信を行う（一財）
３．１１伝承ロード推進機構の取組のうち、震災
伝承施設の広報等に要する費用の一部を負担
する。

2

土砂災害防止法に基
づく基礎調査推進事
業

継
続

砂防課
　土砂災害防止法に基づき指定した土砂災害警
戒区域等のうち、対策工が完了した箇所等の区
域見直しのための基礎調査を実施する。

60

福島県建築物耐震化
促進事業

継
続

建築指導課

　法により耐震診断が義務付けられた不特定多
数の者が利用する大規模建築物、災害時の避
難所となる防災拠点建築物及び緊急輸送路沿
道建築物の耐震化を促進するため、事業者が行
う耐震診断・改修へ補助金を交付する市町に対
し、補助金を交付する。

63
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【一般会計】 （単位：千円、％）

令和2年度
当初予算案額（Ａ）

令和元年度
当初予算額（B）

増減額（Ａ－Ｂ） 比較（Ａ/Ｂ*100)

復興・創生事業

3,909,390 13,282,963 △ 9,373,573 29.4

152,555,507 155,462,593 △ 2,907,086 98.1

22,497,290 29,670,935 △ 7,173,645 75.8

普 通 建 設 事 業 費 1,924,460 1,570,380 354,080 122.5

災 害 復 旧 事 業 費 3,487,063 10,243,055 △ 6,755,992 34.0

国 直 轄 事 業 負 担 金 17,085,767 17,857,500 △ 771,733 95.7

130,058,217 125,791,658 4,266,559 103.4

156,464,897 168,745,556 △ 12,280,659 92.7

131,982,677 127,362,038 4,620,639 103.6

通常事業

21,874,592 27,895,861 △ 6,021,269 78.4

131,444,689 77,287,137 54,157,552 170.1

61,451,892 18,460,151 42,991,741 332.9

普 通 建 設 事 業 費 10,152,407 1,620,426 8,531,981 626.5

災 害 復 旧 事 業 費 39,054,193 6,302,350 32,751,843 619.7

国 直 轄 事 業 負 担 金 12,245,292 10,537,375 1,707,917 116.2

41,069,457 34,746,680 6,322,777 118.2

28,923,340 24,080,306 4,843,034 120.1

5,189,715 6,276,175 △ 1,086,460 82.7

158,508,996 111,459,173 47,049,823 142.2

80,145,204 60,447,412 19,697,792 132.6

合計（復興・創生事業＋通常事業）

25,783,982 41,178,824 △ 15,394,842 62.6

284,000,196 232,749,730 51,250,466 122.0

83,949,182 48,131,086 35,818,096 174.4

普 通 建 設 事 業 費 12,076,867 3,190,806 8,886,061 378.5

災 害 復 旧 事 業 費 42,541,256 16,545,405 25,995,851 257.1

国 直 轄 事 業 負 担 金 29,331,059 28,394,875 936,184 103.3

171,127,674 160,538,338 10,589,336 106.6

28,923,340 24,080,306 4,843,034 120.1

5,189,715 6,276,175 △ 1,086,460 82.7

314,973,893 280,204,729 34,769,164 112.4

212,127,881 187,809,450 24,318,431 112.9

【特別会計】

3,300,000 3,300,000 0 100.0

19,810,744 27,077,232 △ 7,266,488 73.2

(9,072,200) (12,846,400) (△3,774,200) (70.6)

(10,738,544) (14,230,832) (△3,492,288) (75.5)

0 13,478,611 △ 13,478,611 0.0

(0) (1,532,100) (△1,532,100) (0.0)

(0) (11,946,511) (△11,946,511) (0.0)

23,110,744 43,855,843 △ 20,745,099 52.7

【事業会計】

11,323,036 0 11,323,036 -

(8,458,552) (0) (8,458,552) -

(2,864,484) (0) (2,864,484) -

11,323,036 0 11,323,036 -

【一般会計＋特別会計＋事業会計】

349,407,673 324,060,572 25,347,101 107.8

県 単 公 共

一 般 事 業 費

土 地 取 得 事 業 特 別 会 計

公 共 事 業 費

公共事業費計（災害復旧事業費及び国直轄事業負担金を除く）

合                                    　　計

一 般 公 共

維 持 補 修 費

合    計

義 務 的 経 費

流 域 下 水 道 事 業 特 別 会 計

県 単 公 共

（ 公 共 事 業 費 ）

（ 一 般 事 業 費 ）

合                                    　　計

流 域 下 水 道 事 業 会 計

合    計

（ 流 域 下 水 道 事 業 費 用 ）

公共事業費計（災害復旧事業費及び国直轄事業負担金を除く）

一 般 事 業 費

合                                    　　計

県 単 公 共

義 務 的 経 費

公 共 事 業 費

一 般 公 共

（ 資 本 的 支 出 ）

一 般 公 共

合    計

維 持 補 修 費

公 共 事 業 費

一 般 事 業 費

公共事業費計（災害復旧事業費及び国直轄事業負担金を除く）

（ 一 般 事 業 費 ）

（ 公 共 事 業 費 ）

港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計

（１） 令和２年度 土木部当初予算集計表

５ 資料編
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8
9
8
4
0
,7
1
9
8
7
5
,4
4
8
9
0
2
,2
2
0
9
0
0
,0
3
4
1
,5
7
6
,3
5
2
1
,7
3
1
,9
7
0
1
,7
1
4
,5
1
3
1
,8
9
9
,4
2
1
1
,8
8
1
,9
2
5
1
,7
1
8
,3
7
3
1
,4
4
7
,2
1
2
1
,4
6
0
,3
2
8
1
,4
4
1
,8
3
6

単
位
：
百
万
円

0
%

5
%

1
0
%

1
5
%

2
0
%

2
5
%

3
0
%

3
5
%

0

5
0
,0
0
0

1
0
0
,0
0
0

1
5
0
,0
0
0

2
0
0
,0
0
0

2
5
0
,0
0
0

3
0
0
,0
0
0

3
5
0
,0
0
0

4
0
0
,0
0
0

部
予
算
（
復
興
・
創
生
）

部
予
算
（
通
常
）

県
予
算
に
占
め
る
土
木
部
予
算

（
２
）

土
木
部
一
般
会
計
当
初
予
算
の
推
移

2
,3
3
9
億
円

H
9
年
度
当
初
県
予
算

9
,8
2
4
億
円

（
単
位
：
百
万
円
）

県
予
算
に
占
め
る

土
木
部
予
算
(%
)

3
,4
8
0
億
円

H
2
7
年
度
当
初
県
予
算

1
8
,9
9
4
億
円

38


	０　令和２年度公表資料表紙・目次【2.5】
	１　令和２年度当初予算要求規模
	１－２　令和２年度当初予算要求規模
	２　要求方針
	３　R2年度 土木部主要事業
	３－２ R2年度 土木部主要事業（紙芝居）ver.05（2月4日(火)､21時時点）
	４　重点事業一覧表
	５　資料編（１）当初予算集計表
	５　資料編（２）当初予算の推移



